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は じ め に
２００３年度の文部科学省の学校基本調査によ
ると、不登校の子どもたちの数は小学生が
２３,３１０人、中学生が１００,００７人とされている。ま
た北村が２００３２００４年に近畿の小中学校の養護
教諭に行ったアンケート調査によると、リスト
カットなど小中高生の自傷行為が１９９９年頃から
急増しているといわれている（毎日新聞、
２００５）。更に２００５年版青少年白書によると、
２００３年度に把握されたいじめの件数は２３,３５１人
であるといわれている（内閣府、２００５）。他方、
心身の不調で休職中の教職員の数は、文部科学
省の２００３年度の調査によると３,１９４人で過去最
多となり、精神性疾患は１０年前の３倍に増え、
教員のストレスが深刻化しているともいわれて
いる。このように学校をめぐる状況は依然とし
て厳しい。そうした状況の中筆者はスクール・
カウンセラーとして学校支援に関わってきてお
りその過程で、某県で２年間学校教育調査研究
委託事業に携わった。
そこで本研究では調査研究委託事業期間での
活動内容および実績を報告書を土台に提示し、
学校（本研究では高等学校）におけるメンタル
ヘルスの現状と課題について検討することを目
的とする。
方　法
支援の実際をもとに、来談者数、相談内容、
効用の３点から資料をまとめて検討、考察す
る。
結　果
１.　位置づけ
某県教育庁派遣のスクール・カウンセラー。
校務分掌上の位置づけとしては、教育相談部に
所属した。なお教育相談部は教育相談部主任、
養護教諭、スクール・カウンセラー（以下、SC 
と略す）からなる。
２.　勤務形態
教育庁より提示のあった勤務形態（文書によ
る）のうち、年３５週、週１日、１
　
 回あたり８時
間の形態で勤務した。基本的な勤務時間は、平
日（週１）は１０時～１９時であり、日曜日は、１０
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要　旨
本研究では、学校支援活動の中から２年間にわたって受けた某県の学校教育調査研究委託事業の活動
を土台に、学校（本研究では高等学校）におけるメンタルヘルスの現状と課題について検討した。その
結果、①相談者の数は３０７名であり、内訳は教員が最も多く、続いて生徒、保護者の順であった、②相
談内容は、学校全般に関することが最も多かった、③メンタルヘルスの問題への取り組みに関しては、
「学校全体の意識」が重要であることが明らかになった。
キーワード
学校支援活動、メンタルヘルス
時～１６時であった。こうした勤務時間について
は、学校側と話し合いをもち、所属学校の特徴
から検討し、毎年度始めに年間計画を学校と打
ち合わせの上決定した。
３.　活動内容
教育庁から依頼された職務内容は、先の文書
によると、校長等の指揮監督の下に、概ね次の
業務を行うとされる。①児童生徒へのカウンセ
リング、②カウンセリング等に関する教職員及
び保護者に対する助言、援助、③児童生徒のカ
ウンセリング等に関する情報収集・提供、④そ
の他児童生徒のカウンセリング等に関し各学校
において適当とみとめられるもの、であった。
そこでこうした内容を踏まえ、学校長、教頭、
教育相談部会で可能な限り打ち合わせを行っ
た。
なお今回の調査研究では、学校全体への支援
を考え SC として①生徒、教員、保護者のカウ
ンセリング、②事業の趣旨から可能な限り他校
の相談も受ける、③教育相談部会議への参加、
④校内情報交換会への参加、⑤校内事例検討会
への参加、⑥校内研修（生徒対象の講演、教員
対象の研修）、⑦個別研修（１０年研修）での関
わりなどをもった。
４.　相談体制
　受付窓口
本校養護教諭が、カウンセリングの受付窓口
となった。相談受付経路は、①本人が直接予約
する、②教育相談部を通して予約する、③担任
を通して予約する、の３通りであった。これら
の手続については、養護教諭により作成された
掲示や教育相談部便りへの記載によって、学校
全体に周知された。なお SC の勤務日に養護教
諭が不在の場合は、FD などでやりとりを行っ
た。
　相談業務の流れ
養護教諭とその日の相談の打ち合わせを行っ
た。内容によっては、事前に担任がこちらに情
報提供してくれることもあり、こうした打ち合
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図２　初年度利用者（n＝１６７）
図１　相談内容（初年度）
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わせを行った後、面接に入った。来談者の状況
と主訴にもよるが、基本的には１ケース５０分を
基本として面接を行った。また１ケースごとに
少し時間を置いて、次の面接を開始した。
面接後は、次回の面接予約の有無を確かめ面
接を終了した。なお内容によっては、担任、保
護者へフィードバックする必要がある場合も
多々みられた。そこで、フィードバックする必
要がある場合は、本人とやりとりをし、本人の
承諾を得てフィードバックを行った。
５.　相談状況
　初年年度実績
相談内容及び利用者の実績は、次のとおりで
ある（図１、２
　
 ）。なお、相談内容に関する分
類は、あらかじめ某県から指定のあった項目に
合わせている。
ここでは、相談内容、利用者数の実績から若
干のまとめをしておきたい。
まず「相談内容」をみていくと、「学校全般
に関すること」が最も多く、続いて「身体・健
康に関すること」、「友人関係」、「不登校」と
いった内容が多かった。
次に「利用者数」についてみてみると、全体
として、延べ人数１６７名の面接を行った。利用
者ごとにみてみると、教員がもっとも多く（７５
名）、続いて生徒（７１名）、保護者（２１名）の順
であった。当時聞いたところによると、当該地
域には当初校医としての精神科医、あるいは 
SC が配属になっている高校がない若しくは少
なかったようであり、そうした状況と今回の委
託事業の目的、更に「地域に開かれた学校」を
目指していた当該校の位置づけから、可能な限
り他校の相談も受けることにした。その結果、
延べ人数４３名の利用があった。利用した学校は
８校であった。利用者ごとにみてみると、保護
者（１６名）がもっとも多く、続いて教員（１４
名）、生徒（１３名）、の順であった。
　２年目実績
２年目の相談内容及び利用者の実績は、次の
とおりである（図３、図４）。
まず「相談内容」ごとに見ていくと、「学校
全般に関すること」が最も多く、「身体・健康
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図４　２年目利用者（４月～１２月。n＝１４０）
図３　相談内容（２年目。４～１２月）
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に関すること」、「友人関係」、「不登校」であ
り、内容は初年度とほぼ変わらない。
次に「利用者数」についてであるが、全体の
傾向として、１２月現在で延べ人数１４０名の利用
があった。初年度の延べ総数が１６７名であった
ことを考えると、１２月まで既に昨年度の利用者
の８５％以上の利用者があったことになる。利用
者ごとにみてみると、教員がもっとも多く（７８
名）、続いて生徒（４４名）、保護者（１８名）の順
であった。
報告書締め切り時期の関係上、年度途中の４
月～１２月までの結果でまとめざるを得なかった
ため、ここでは総括的なことを述べることは出
来ないが、２
　
 年連続して毎年１５０人前後の来談
者があるということは、メンタルヘルスに関す
るニーズが、一定以上あることを裏付ける一つ
の資料を提示出来たのではないかと考える。
　調査研究事業の評価
調査研究２年目には、学校関係者により生
徒、教員それぞれに対して、「スクール・カウ
ンセラーについてのアンケート」というタイト
ルでアンケート調査が実施された。調査時期
は、某年（調査研究事業途中）９月。対象者は
本研究事業の目的に照らし、当該校の中の１課
程の生徒全員（２０２名。回収率９１％）と当該校
の全教員（５６名、回収率９４.３％）であった。
本稿では、結果の中から特に興味深かった点
に焦点をしぼり、何点かについて提示する。
１）生徒の結果
①　SC の認識度について
全校生徒平均９０.３％（１年生８３％、２年生
９２％、３年生９６％）であり、学年があがるにつ
れて高くなる結果が得られた。学年間による違
いは、例えば１年生については入学後半年とい
う時期でのアンケートであるなど調査時期の影
響を考える必要があるであろう。９
　
 割の認知に
ついては、教員による周知、教育相談部だより
の発行や学校行事として定期的に取り組まれた
生徒への講話などの影響が大きかったと思われ
る。
②　これまで自分の悩んでいることについ
て、他の相談機関を利用したことがあるか
（図５）
全校平均９５％（１年生１００％、２
　
 年生９４％、
３
　
 年生９１％）が、相談機関を利用したことが
「ない」という結果が得られた。
③　SC に相談するとしたら、どのような時
に相談したいと思うか
学年を問わず共通した部分と、学年ごとの特
徴が見られた。１
　
 年生では「異性関係」が最も
多く（３２％）、続いて「家族のこと」・「友人関
係」・「成績のこと」・「不安や落ち着かない」が
それぞれ１７％であった。２
　
 年生では、「不安や
落ち着かない」が４０％で最も多く、「家族のこ
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図５　他の相談機関での相談経験の有無
と」・「友人関係」・「進路のこと」がそれぞれ
２０％であった。３
　
 年生は「友人関係」が２５％と
最も多く、「不安や落ち着かない」が２０％、異
性関係・進路のこと１５％、家族のこと１０％、学
校の成績・健康状態５％の順であった。こうし
た内容の中で、「不安や落ち着かない」という
内容が各学年とも上位に位置している結果は興
味深いものであった。明確な主題はないが、何
となく漠然とした状況の中にいることに対して
抱く感情なのであろうか。
④　相談しない理由（図６）
１年生では「自分で解決出来る」が４６％、
「友人に相談」が２５％、「どうにもならないと思
う」が１６％の順であった。２
　
 年生では、「自分で
解決出来る」が４４％、「友人に相談」が２５％、
「どうにもならないと思う」が１６％の順であっ
た。３
　
 年生では「自分で解決出来る」が３５％、
友人に相談２１％、どうにもならないと思う１５％
の順で高かった。こうした結果からは、自分で
解決したり友人に相談したりと、まずは自分の
力や身近な存在である友人の力を借りて何とか
やってみようという姿勢が伺える。こうした自
分でやってみるという思いはとても大切なもの
であると考える。こうした力を更につけてもら
うと同時に、それでもどうにもいかなそうな時
には、第三者の活用ということも少し頭におい
てもらうといいかもしれないと考える。
２）教員の結果
ここでは、生徒の同様の課程の教員の結果に
ついて提示する。
①　SC への相談経験および相談回数
「ある」が６０％、「ない」が４０％であった。相
談回数については、「１回」２５％、「２回」０％、
「３回以上」が７５％であった。
②　相談した後の感想（複数回答。図７）
「自分の指導のありかたについて考えること
ができた」が最も多く、「一人で問題を抱えな
いでいいと思った」、「生徒理解について新たな
視点を見つけることができた」と続いた。
③　相談したことがない理由（複数回答）
「自分で解決出来ることだと思った」が最も
多く、「その他（相談することがなかった）、
「学校の組織的な取り組みのなかで解決出来る
と思った」と続いた。
考　察
１.　学校全体の「意識」
まず相談件数であるが、初年度は１６７件、２
　
 年
目は、１４０件（年度始め～１２月）の実績があっ
た。その内訳は、生徒が１１５件、教員が１５３件、
保護者が３９件であった。次に相談内容である
が、相談内容は学校全般に関するものが件数の
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図６　相談しない理由
約９割であった。
赴任当初から当該校では、管理職自ら本校の
スクール・カウンセリング制度について内外で
積極的に周知した。例えば年度初めの入学式で
の紹介、校外では、様々な部会で今回の事業に
ついて説明、紹介があった。また各教員からも
ことあるごとに、生徒に適切に説明がなされ
た。中でも「自分たちも相談することがある」
という言い方は相談に対して、生徒たちに「先
生たちも相談するんだ」という身近な印象を与
えたと思われる。また養護教諭との連携は、２
　
 
年間通して常に密であった。養護教諭は保健室
利用者を必要に応じて、適切に相談につないだ
り、先生方と SC をつないだり、様々な橋渡し
を行った。SC の活用には、特に養護教諭の役
割が大きいことは従来から言われているが、本
校においても養護教諭の果たした役割は大き
かったといえよう。更に生徒対象、教員対象の
講話や、情報交換会、事例検討会が学校行事の
一環として継続して組まれたことも、今回の利
用者数に大きな影響を与えたと考える。
学校におけるメンタルヘルスケアの問題は、
単に一つの部署だけで解決、単発で終わる課題
は少ないと考える。それぞれの人がそれぞれの
立場で、メンタルヘルスの問題に関心をもち、
学校全体で普及啓発活動が行われ、それらが継
続して取り組まれることに意義があると考え
る。
２.　フィードバックについて
学校の「中」で出来る限り来談者に安心して
面接を受けてもらうにはどうしたらよいか、相
談に来るまでの来談者本人の不安な気持ちをサ
ポートしながら、しかし来談をチャンスとし
て、次に活かすためにはどうしたらよいか常々
考えてきた。
その結果まず、面接の最初に「来談の経緯を
確認する」ということを必ず行った。初めての
相談という来談者も多く、最初のイントロダク
ションは丁寧に行うようにした。まずこちらが
何者であるのかを名乗り、そのことについてや
りとりを行った後、面接の合意を確認した。当
該校では、相談体制のところで述べたように、
３つの相談受付体制がある。生徒の場合最も多
かったのは、教員が生徒に利用をすすめ、本人
がその気になったら利用するというものであっ
た。当該校教員は無理にすすめても本人にとっ
てはよくないことを重々に承知しており、しか
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図７　相談後の感想（複数回答）
し、カウンセリングを受ける必要がある、ある
いは受けることが望ましいのではないかと判断
したら、問題解決の糸口探しの一つとして利用
をすすめていた。こちらもそうした状況を十分
に理解し、しかし、いま一度本人が無理をして
カウンセリングを受けに来てはいないかを確認
してから、面接に入ることにした。
次に、「会い方についてやりとりをする」と
いうことである。話を聴く前にどのような会い
方がいいか（本人一人がいいか、保護者と一緒
がいいか、保護者と一緒でもいいなど）を確認
し、それから面接に入るようにした。
更に「フィードバック」についてである。面
接では本人の話しを聴き、様子も観察した。そ
うした関わりの中で、主訴や観察状況によって
は教員あるいは保護者にフィードバックする必
要性を感じる場合も多々あった。そのような場
合は、教員あるいは保護者へ説明することへの
同意（あるいは拒否）などを生徒本人に確認し
た後で、フィードバックを行うようにした。こ
うした動きは、生徒の利用が教員によるすすめ
が最も多いこととも関連している。また相談内
容として身体・健康面における相談が多いこと
から、こうした相談内容については、教員、保
護者双方に状況を認識していただき必要に応じ
てサポートをお願いしたいという理由もあっ
た。教育機関の中で、生徒のメンタルヘルスを
守り、場合によっては必要な手立てをするため
には、守秘義務を十二分に配慮した上での、教
員との連携が望まれる。カウンセラーに預けた
から、もういいではなく、面接後、あらためて
教員、保護者にその結果を可能な限り返すこと
により、学校内における継続的な支援が可能に
なっていくと考える。実際返すことによって、
教員、保護者から新たな状況報告がなされるこ
とも多く、本人の長期的支援につながっていく
ことも多々みられた。
３.　教育を受ける環境を整える―医療機関へ
の「受診の橋渡し」をめぐって―
訴えを聴いていると、まずは受診が望ましい
のではないかと判断したケースが多々みられ
た。こちらは、本人の訴える内容を丁寧に聴き
ながら、必要に応じて医療機関へつないだり、
必要に応じて医療機関と連絡をとりあいなが
ら、彼ら彼女らが学校生活を続けることをサ
ポートした。
例えば受診の必要性をこちらが判断したケー
スについては、生徒が未成年であることから教
員を通して、保護者に来談してもらい、説明す
る機会も多くあった。残念ながら、精神医療に
対する一般社会の敷居は未だ高く、また生徒が
自らの不調を訴え精神医療機関への受診を保護
者に相談しても、そうすんなりと受診できるほ
ど治療環境は整っていないのが実情のようであ
る。そこで、こちらはまずは、最初から医療機
関受診を一方的にすすめるのではなく、保護者
からみた子どもの様子を丁寧に聴き、そのこと
と今回 SC として会った印象をつなぎあわせる
手順をふんだ。その後で保護者に医療について
説明し、受診の意義を伝え、出来る限り生徒と
保護者の不安が軽減するように努め、少しでも
安心して受診してもらえるような環境を整える
ことを大切にした。今回私が出会った生徒たち
は、自分の中にある心身の違和感や不安を比較
的ことばにしてくれたように思う。そうしたこ
とばの重みをこちらが真摯に受け止め、それを
なおざりにすることなく、そしてそのことばを
発した子どもたちが、後で周囲から責められな
いように配慮することが、望ましい受診につな
がるのではないかと考える。
また、医療機関の受診を中断しそうなケース
への対応も重要であった。生徒から話を聴くと
おそらく病院からは継続受診を言われている
ケースに違いないとこちらは見立てるのだが、
本人は「薬が効かない」、「行っても一緒」など
と受診を中断しそうなケースがみられた。そう
したケースの場合、治療環境を整え、薬剤の効
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用、受診を継続することの意義などについての
話し合いを大切にした。更に、必要に応じて医
療機関とも連携をとった。
思春期という時期の特徴を考えると、心身の
不調に誰かが気づいた時、そのことを単に気力
の問題、精神力の問題とあっさりと片付けず、
丁寧にその訴えを扱うことが必要ではないだろ
うか。仮にそれが大事に至らなかったとして
も、受診しないで不安な気持ちを抱えたまま学
校生活を続けるのではなく、受診すること（あ
るいは、受診を継続すること）で、自他共に安
心感をもって、学校生活を続けることができる
のではないかと思われる。そしてこうした環境
を整える、教育の場と医療機関とを橋渡し、つ
ないでいくことも SC の重要な役割であると考
える。
また教育機関を心身の健全育成の場と考える
ならば、今後校医に精神科医療の専門家の存在
は不可欠であると考える。そして、SC と学校
精神保健医の双方で学校全体のメンタルヘルス
に関わることが必要ではないだろうか。
お わ り に
学校支援活動の中で、「小・中学校の時、今
なお本人の中でくすぶり続けている不安や痛み
が、その当時もう少し丁寧にケアされていた
ら」と思うことは少なくない。また、従来の経
験知だけでは子どもたちに対応出来ず、また保
護者との連携に厳しさを抱えている教員も増え
ている。あるいはわが子にどう接したらいいか
わからないという保護者がいる。学校における
メンタルヘルスは、学校全体、社会全体で取り
組むべき課題である。
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